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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光透過性を有する基材と、少なくとも複屈折率層を備える複屈折率機能層とを有する光
学素子であって、上記複屈折率層が、末端に重合性基を有する液晶性モノマーをホメオト
ロピック配向させた状態で固定化してなる構造を有しており、上記複屈折率層内には、上
記液晶性モノマーのホメオトロピック配向を促す添加剤が含まれており、且つ上記複屈折
率層上面に上記添加剤から構成される添加剤層が存在していないことを特徴とする光学素
子。
【請求項２】
　上記複屈折率機能層が、上記基材上面に形成された垂直配向膜と、上記垂直配向膜の上
面に形成された上記複屈折率層とからなることを特徴とする請求項１に記載の光学素子。
【請求項３】
　上記添加剤として、上記垂直配向膜に含まれる液晶性モノマーのホメオトロピック配向
を促す一の成分或いは二以上の成分が用いられることを特徴とする請求項２に記載の光学
素子。
【請求項４】
　複屈折率層を構成する液晶性モノマーが、いずれも略均一なチルト角を示して配向して
いることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の光学素子。
【請求項５】
　上記基材と複屈折率機能層との間、又は複屈折率機能層の上面に着色層が形成されてい
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ることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の光学素子。
【請求項６】
　光透過性を有する層を備えた２つの積層構造体と、上記２つの積層構造体の間に液晶の
封入された液晶層と有する液晶表示装置用部材において、少なくとも１つの積層構造体に
、請求項１～５のいずれか１項に記載の光学素子が形成されていることを特徴とする液晶
表示装置用部材。
【請求項７】
　光学素子における複屈折率層が、上記液晶表示装置部材における液晶層側に位置するよ
うに形成されていることを特徴とする請求項６に記載の液晶表示装置用部材。
【請求項８】
　液晶を挟んで両側に偏光板を備えるとともに、電圧を負荷して液晶層の配向を変化させ
る電極部からなる層とを備える多層構造の液晶表示装置において、請求項６又は７に記載
の液晶表示装置用部材が用いられていることを特徴とする液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複屈折率機能層を有する光学素子に関し、より詳しくは、液晶分子を配向さ
せ固定化させてなる複屈折率層を備える複屈折率機能層を有する光学素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、薄型化や軽量化容易である点や、消費電力を低減できる点、フリッカ
ーを生じ難い点等の利点があることから、テレビや医療機器など様々な分野に用いられて
いるが、その一方で、使用者が液晶表示画面を見る角度によっては光漏れや階調反転現象
を生じる問題、即ち視野角の狭さという問題を抱えていた。
【０００３】
　この問題を解決するため、液晶セルからの出射光や液晶セルへの入射光を制御する光学
素子を設けた液晶表示装置が提案されている。
　その場合、光学素子としては、トリアセチルセルロース（TAC）フィルムを１軸延伸や
２軸延伸処理したフィルム材の他、液晶分子を特定方向に配向させて固定した層を用いた
光学素子が提案されている。
【０００４】
　特許文献１には、フィルム面の法線方向に分子鎖を配向させた固有屈折率値が正のネマ
チック液晶ポリマーからなる視覚補償フィルムが提案されている。特許文献１には、この
視覚補償フィルムは、ガラス基板などの表面にアルキルシリコーン系やフルオロアルキル
シリコーン系の表面処理剤で垂直配向膜を形成し、これでセルを作製して、そのセルに液
晶分子を封入して液晶分子を光重合させて得られるものであることが開示されている。
【０００５】
　特許文献２には、基板上に形成した垂直配向膜上に重合性液晶化合物を塗工することに
より液晶化合物をホメオトロピック配向させた液晶層を製造する方法が提案されている。
この方法では、垂直配向膜の形成剤として長鎖アルキル型デンドリマー誘導体が用いられ
ている。また、特許文献２には、この方法によれば、ホメオトロピック配向させた液晶層
を備えたフィルム材が得られ、このフィルム材は位相差フィルムなどの光学フィルムとし
て使用可能であることが開示されている。
【０００６】
　特許文献３には、垂直配向膜の設けられていない基板上に、液晶性フラグメント側鎖を
含有するモノマーユニットと非液晶性フラグメント側鎖を含有するモノマーユニットとを
含有する側鎖型液晶ポリマーを塗工し、さらに当該液晶ポリマーを液晶状態においてホメ
オトロピック配向させた後、その配向状態を維持した状態で固定化してホメオトロピック
配向液晶フィルムを製造する方法が提案されている。
【０００７】
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　特許文献４には、垂直配向膜の設けられていない基板に、基板側からバインダー層、次
いでアンカーコート層を形成し、アンカーコート層に、側鎖型液晶ポリマーを塗工してホ
メオトロピック配向させた後、ホメオトロピック配向させた状態を維持したまま固定化し
て、ホメオトロピック配向液晶フィルムを製造する方法が提案されている。この方法では
、側鎖型液晶ポリマーとしては、垂直配向膜の設けられていない基板上でホメオトロピッ
ク配向液晶層を形成し得るものが用いられる。
【０００８】
【特許文献１】特開平５－１４２５３１号公報
【特許文献２】特開２００２－１７４７２４号公報
【特許文献３】特開２００２－１７４７２５号公報
【特許文献４】特開２００３－１２１８５２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、特許文献１の視角補償フィルムは、配向膜を有する２枚の基板を用いて
セルを作製し、この空セル内に液晶分子を封入し、液晶分子を垂直配向させ、その状態を
維持させつつ液晶分子同士を光重合するという一連の工程の後に得られる。このように、
特許文献１の視角補償フィルムは、多くの製造工程を経てようやく得られるものであるか
ら、生産コストが著しく増大するという問題がある。
【００１０】
　特許文献２の方法では、基板上に垂直配向膜を設けてホメオトロピック配向液晶層を得
るにあたり、長鎖アルキル型デンドリマー誘導体という特殊な材料を用いる必要がある。
すると、この方法によりホメオトロピック配向液晶層を得る場合、生産コストが著しく増
大してしまうという問題がある。
【００１１】
　特許文献３に記載された方法により得られるホメオトロピック配向液晶フィルムは側鎖
型液晶ポリマーからなり、ホメオトロピック配向の状態で固定されていても昇温に伴って
流動性が増し、熱により複屈折特性が容易に影響を受けてしまうことから、所望の複屈折
特性を維持することができる温度範囲が比較的狭い上、液晶ポリマーを固定化した部分の
液晶ポリマーの配向性が不均一化し易い。すると、この方法で得られるホメオトロピック
配向液晶フィルムは、高い耐熱性が求められる液晶表示装置に用いることが困難なもので
あり、この液晶フィルムを使用可能な液晶表示装置が限定されてしまう。
【００１２】
　また、この方法によって得られたホメオトロピック配向液晶フィルムを液晶表示装置に
用いる場合、このフィルムが高温環境下に置かれないようにすることが必要となるから、
これを液晶表示装置の内部に配置することが難しい。このため、特許文献３の方法により
得られるホメオトロピック配向液晶フィルムでは、これを液晶セルに設置できる位置が限
定されてしまうという問題もある。
【００１３】
　特許文献４に記載された方法により得られるホメオトロピック配向液晶フィルムは側鎖
型液晶ポリマーからなるので、この方法では、上記した特許文献３に記載されている方法
と同様の問題を有している。
【００１４】
　上記問題を解決するために、本発明者らは、配向の固定化された液晶性高分子層からな
る複屈折率層を有する光学素子において、上記複屈折率層が、架橋可能な重合性の液晶性
モノマーと上記モノマーのホメオトロピック配向を促す添加剤とを含有する液晶組成物を
用いて配向させた液晶性高分子層を固定化して形成されることにより、コストが安く耐熱
性が良好で且つ広視野角を補償することができることを見出した。ただし、確実に低いヘ
イズを示し、上記光学素子を液晶装置に用いた際に高コントラストを確実に実現すること
を可能とする光学素子を提供するという点では、改良の余地があった。
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【００１５】
　本発明は、上述した問題を解決するためになされたものであり、生産コストを抑制でき
ると共に、耐熱性が良好であり広い温度範囲において固定化された液晶性高分子の配向が
均一に維持され、確実に低いヘイズ、具体的には０．１以下のヘイズを示し、所望の複屈
折特性を確実に維持することができる光学素子を提供することを目的とする。また液晶表
示装置の内部に設置した際に、固定された液晶の分子の配向性を十分に均一な状態で維持
することができる光学素子であって、高コントラストを確実に実現することのできる光学
素子を提供することを目的とする。さらに、視野角の広い液晶表示装置を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　即ち本発明は、
（１）光透過性を有する基材と、少なくとも複屈折率層を備える複屈折率機能層とを有す
る光学素子であって、上記複屈折率層が、末端に重合性基を有する液晶性モノマーをホメ
オトロピック配向させた状態で固定化してなる構造を有しており、上記複屈折率層内には
、上記液晶性モノマーのホメオトロピック配向を促す添加剤が含まれており、且つ上記複
屈折率層上面に上記添加剤から構成される添加剤層が存在していないことを特徴とする光
学素子、
（２）上記複屈折率機能層が、上記基材上面に形成された垂直配向膜と、上記垂直配向膜
の上面に形成された上記複屈折率層とからなることを特徴とする上記（１）に記載の光学
素子、
（３）上記添加剤として、上記垂直配向膜に含まれる液晶性モノマーのホメオトロピック
配向を促す一の成分或いは二以上の成分が用いられることを特徴とする上記（２）に記載
の光学素子、
（４）複屈折率層を構成する液晶性モノマーが、いずれも略均一なチルト角を示して配向
していることを特徴とする上記（１）～（３）のいずれか１つに記載の光学素子、
（５）上記基材と複屈折率機能層との間、又は複屈折率機能層の上面に着色層が形成され
ていることを特徴とする上記（１）～（４）のいずれか１つに記載の光学素子、
（６）光透過性を有する層を備えた２つの積層構造体と、上記２つの積層構造体の間に液
晶の封入された液晶層と有する液晶表示装置用部材において、少なくとも１つの積層構造
体に、上記（１）～（５）のいずれか１つに記載の光学素子が形成されていることを特徴
とする液晶表示装置用部材、
（７）光学素子における複屈折率層が、上記液晶表示装置部材における液晶層側に位置す
るように形成されていることを特徴とする上記（６）に記載の液晶表示装置用部材、及び
（８）液晶を挟んで両側に偏光板を備えるとともに、電圧を負荷して液晶層の配向を変化
させる電極部からなる層とを備える多層構造の液晶表示装置において、上記（６）又は（
７）に記載の液晶表示装置用部材が用いられていることを特徴とする液晶表示装置、
を要旨とするものである。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の光学素子によれば、複屈折率層を形成する際に、これを構成する液晶性モノマ
ーのホメオトロピック配向を促す添加剤を添加して垂直配向させるため、基板側に近接す
る液晶性モノマーだけでなく基板から離間する液晶性モノマーも良好且つ均一にホメオト
ロピック配向させることができる。従って、複屈折率層の厚み方向に、液晶をより均一に
ホメオトロピック配向させた状態を形成した複屈折率層を有する光学素子が得られる。上
記本発明の光学素子は、例えば位相差を制御する素子、光学補償素子等、光の偏光状態を
制御するための素子として用いることができ、しかも配向性の均一性を高めているのでよ
り精緻に位相差制御機能を与えることができる。
【００１８】
　また上記液晶性モノマーが重合可能であるため、ホメオトロピック配向した該液晶性モ
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ノマーを架橋させた液晶性高分子からなる複屈折率層を形成することができる。上記架橋
構造を有する複屈折率層を備える本発明の光学素子であれば、耐熱性が高く、複屈折特性
が熱による影響を受け難いので、例えば車内のように比較的高温になり易い環境下で使用
される光学機器にも用いることができる。更に、耐熱性が比較的高いので、光学機器に設
置された液晶パネル中に設けることも可能である。特に、上記架橋構造を３次元架橋構造
とした本発明であれば、上述の効果をより顕著に得ることができる。
【００１９】
　さらに、本発明における複屈折率層では、該複屈折率層の表面（即ち複屈折率層におい
て基板側とは反対側の面）に形成される添加剤層が除去されているため、上記複屈折率層
を備える本発明の光学素子であれば、確実にヘイズを０．１以下にすることができ、より
良好に位相差制御を行うことができると共に透明度を向上させることができる。
【００２０】
　上記光学素子によれば、液晶パネルを構成する部材に一体的に積層形成することができ
、別体で位相差を制御するフィルム材などの部材（位相差制御部材）を設けることなく光
学機器を設計することが可能となる。別体で位相差制御部材を設けるには、粘着剤などを
用いてこれを固着することが必要であるが、本発明の光学素子によれば、このような粘着
剤を不要とすることができるようになり、粘着剤による光の散乱などの虞を低減すること
が可能となる。
【００２１】
　本発明の光学素子は、着色層を設けることで、これを液晶表示装置に用いた場合に、着
色層を有する部材とは別体の位相差制御部材を設ける必要がなくなり、液晶表示装置を薄
型化することができる。
【００２２】
　本発明の光学素子は、基材上面或いは基材の上面膜組成液を塗布して形成された垂直配
向膜上面に、複屈折率層組成液を塗布し、液晶を配向させて、液晶を架橋させるという比
較的簡単な工程により複屈折率層を形成することができるので、その生産コストを抑え易
い。
【００２３】
　この光学素子を用いた液晶表示装置用部材によれば、位相差制御機能を高めることがで
き、また粘着剤による光散乱の虞を低減するなどといった光学素子の特徴を備えた液晶表
示装置を製造することができる。
【００２４】
　そして、この光学素子を用いた液晶表示装置は、従来の光学補償フィルムを用いて形成
された液晶表示装置に比べて薄型化を図ることができる上、光を有効に活用でき、コント
ラストが良好で、視野角の広いものとすることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　以下に、図面を参照して本発明を実施するための最良の形態について説明する。
【００２６】
　図１は、本発明の光学素子１を示す概念図である。光学素子１は、基材２と、基材２の
上面にホメオトロピック配向した液晶性モノマー３が３次元架橋し該配向を固定化されて
なる複屈折率層４とから形成されている。複屈折率層４には、液晶性モノマーのホメオト
ロピック配向を促す添加剤５が含有されており、基材２と液晶性モノマー３との界面、或
いは液晶性モノマー３間に存在している。尚、図１に示す光学素子１における複屈折率機
能層は、複屈折率層４のみから形成されているが、後述するように、本発明における複屈
折率機能層はこれに限定されず、垂直配向膜と複屈折率層とから構成されていてもよい。
【００２７】
　上記光学素子１を形成する工程を概略的に説明すると、まず図２（ａ）に示すように基
材２上に、３次元架橋可能な液晶性モノマー３と、添加剤５を含む複屈折率層組成液を塗
布し、基材２上に液晶性モノマー３をホメオトロピック配向させる。次いで活性放射線を
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照射すること等により、図２（ｂ）に示すように液晶性モノマー３を３次元架橋させ、上
記ホメオトロピック配向を基材２上に固定化させる。このとき、添加剤５は、基材２と液
晶性モノマー３との界面、或いは液晶性モノマー３間に存在している。その後、複屈折率
層４の耐熱性及び密着性を向上させるため、上記図２（ｂ）で得られた形成品を焼成する
と、図２（ｃ）に示すように、複屈折率層４の表面に、添加剤５が集結して添加剤層６が
形成される。尚、上記添加剤層６は、添加剤５の比重が小さいため、焼成によって液晶性
モノマー３間に存在していた添加剤５の一部が複屈折率層の表面にブリードすることによ
り形成されるものと推察される。
【００２８】
　本発明者らは、上記添加剤層６の存在が、光学素子のヘイズを高くする要因となってお
り、複屈折率層４における所望の位相差制御機能を低下させることを見出し、添加剤層６
が除去された複屈折率層４を備える光学素子１を完成したものである。添加剤層６の除去
方法は、研磨、エッチング等の一般的に知られている方法で行うことができる。添加剤層
６は、光学素子の表層が白濁していることからその存在を確認することができるので、研
磨等の手段で、白濁している表層を除去することにより、添加剤層６が除去されたことを
確認することができる。或いは、添加剤層の厚みは、光学素子の設計及び活性放射線の照
射量や焼付け処理などの製造条件によって決定されるので、予め、望ましい設計及び製造
条件において製造される光学素子において、形成される添加剤層の厚みを認識しておき、
その厚み分だけ、光学素子の表面を研磨或いはエッチング等により削除することによって
、添加剤層を除去してもよい。
【００２９】
　以下に、本発明の光学素子についてより詳細に説明する。
　図３に示す本発明の光学素子１aは、光透過性を有する基材２と、垂直配向膜１０と、
添加剤５を内部に有する複屈折率層４とが順に位置して構成される。尚、光学素子１ａで
は、複屈折率機能層は、垂直配向膜１０及び複屈折率層４から構成されるが、本発明にお
ける複屈折率機能層は、これに限定されるものではなく、添加剤５により十分に液晶性モ
ノマー３のホメオトロピック配向が促される場合には、垂直配向膜を必ずしも形成しなく
てもよい。
【００３０】
　基材２は、光透過性を有する基板２ａからなる層を備え、基板単層からなる構造で構成
されても、基板２aを多数重ね合わせてなる多層構造で構成されても、基板２aからなる層
に所定の機能を備えた機能性層２ｂを積層して構成されてもよい。例えば基材２として、
基板２ａの両面に機能性層２ｂを形成しても（図４（ａ））、基板２ａの片面に機能性層
２ｂを形成しているものでもよく（図４（ｂ））、基板２ａの内部に機能性層２ｂを形成
しているものでもよい（図示せず）。
　尚、図４～９に示す本発明は、便宜上、複屈折率層４に存在する添加剤の記載を省略す
る。
【００３１】
　基板２aとしては、光学的に等方性のものが用いられることが好ましいが、部分的に遮
光性領域等を設けてもよい。また、基板２aの光透過率は、適宜選定可能である。具体的
には、透明無機材料又は透明有機材料により形成された板、シート又はフィルムを用いる
ことができる。
　上記透明無機材料としては、ガラス、シリコン、若しくは石英等が挙げられ、中でも熱
膨張性が小さく寸法安定性が良好であり、また高温加熱処理における作業性が優れる石英
が好ましい。また特に液晶ディスプレー用として本発明のカラーフィルタを用いる場合に
は、ガラス中にアルカリ成分を含まない無アルカリガラスを基板として用いることが好ま
しい。
　一方、上記透明有機材料としては、ポリメチルメタクリレート等のアクリル、ポリアミ
ド、ポリアセタール、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンテレフタレート、ポリ
エチレンナフタレート、トリアセチルセルロース、若しくはシンジオタクティック・ポリ
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スチレン等、ポリフェニレンサルファイド、ポリエーテルケトン、ポリエーテルエーテル
ケトン、フッ素樹脂、若しくはポリエーテルニトリル等、ポリカーボネート、変性ポリフ
ェニレンエーテル、ポリシクロへキセン、若しくはポリノルボルネン系樹脂等、又は、ポ
リスルホン、ポリエーテルスルホン、ポリアリレート、ポリアミドイミド、ポリエーテル
イミド、若しくは熱可塑性ポリイミド等からなるものを挙げることができるが、一般的な
プラスチックからなるものも使用可能である。特に、フィルムとしては、１軸延伸又は２
軸延伸したフィルムや、面内にリタデーションを有するＴＡＣフィルム等を用いることが
できる。基板１０の厚みは特に限定されないが、用途に応じ０．０５ｍｍ～１．５ｍｍ程
度とすることが一般的である。
【００３２】
　機能性層２ｂは、光の状態を変化させる機能を有する層であって、複屈折率層４とは異
なる層であり、液晶の分子を水平に配向させる水平配向膜や液晶の分子を垂直に配向させ
る垂直配向膜、着色層、光を反射させる反射板、偏光板などが具体的に例示される。また
、機能性層２ｂは、基板２ａ全面に設けられるのみならず、基板２ａ面に部分的に設けら
れていてもよい。
【００３３】
　垂直配向膜１０は、液晶性モノマーのホメオトロピックを促す成分、例えば可溶性ポリ
イミド、ポリアミック酸、界面活性剤、カップリング剤、或いはこれらの組み合わせ等の
成分を含む液を膜組成液として用い、この膜組成液をフレキソ印刷やスピンコート等の方
法で塗布したものを硬化させて形成される。
　垂直配向膜１０は、その膜厚が０．０１～１μｍ程度の範囲であることが好ましい。垂
直配向膜１０の膜厚が、０．０１μｍよりも薄いと、液晶をホメオトロピック配向させる
ことが困難になる虞がある。また、垂直配向膜１０の膜厚が１μｍよりも厚いと、この垂
直配向膜１０自体が光を乱反射させて光学素子の光透過率が大きく低下する虞がある。
【００３４】
　可溶性ポリイミド、ポリアミック酸等を含む膜組成液としては、具体的には、日産化学
社製のＳＥ－７５１１やＳＥ－１２１１、あるいはＪＳＲ社製のＪＡＬＳ－２０２１－Ｒ
２等を例示できる。
　尚、垂直配向膜１０を形成するポリイミドとしては、長鎖アルキル基を有するものであ
ることが、光学素子に形成される複屈折率層３の膜厚を広い範囲で選択することができて
好ましい。
【００３５】
　界面活性剤及び／又はカップリング剤を含む膜組成液を用いて垂直配向膜１０を形成す
る場合、界面活性剤としては、分子形状が棒状の重合性液晶をホメオトロピック配向させ
ることができるものであればよいが、ただし、複屈折率層の形成の際に液晶を液晶相への
転移温度まで加熱する必要があることから、複屈折率層とともに加熱される垂直配向膜を
形成する界面活性剤やカップリング剤は、このような転移温度でも分解されない程度の耐
熱性を有していることが必要である。また、複屈折率層の形成の際、液晶は有機溶媒に溶
解させることから、複屈折率層に接する垂直配向膜を形成する界面活性剤やカップリング
剤は、液晶を溶解させる有機溶媒と親和性が高いことが好ましい。このようなものであれ
ば、界面活性剤はノニオン系、カチオン系、アニオン系等の種類を限定されず、１種類の
界面活性剤のみを用いてもよいし、複数種の界面活性剤を併用してもよい。カップリング
剤も界面活性剤の場合と同様に種類に限定されず、複数種を併用してもよい。
【００３６】
　上記界面活性剤としては、たとえば、（ａ）アルキル鎖又は長鎖アルキル側鎖を有して
いるもの、（ｂ）アルキル鎖又は長鎖アルキル側鎖を有し、かつ、アルキル鎖の少なくと
も一部、又は長鎖アルキル側鎖の少なくとも一部がフッ素置換されているもの、又は、（
ｃ）側鎖を有する界面活性剤であって、側鎖にフッ素原子が含有されているもの、などを
挙げることができる。特に、複屈折率層４の膜厚を厚くしても重合性液晶をホメオトロピ
ック配向させるには、界面活性剤は撥水性又は撥油性の強いものが好ましい。
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【００３７】
　具体例には、撥水性又は撥油性が強い界面活性剤としては、（ｉ）レシチン、（ii）オ
クタデシルジメチル（３－トリメトキシシリルプロピル）アンモニウムクロライド、（ii
i）ヘキサデシルアミン、（iv）アデカミン４ＤＡＣ－８５（旭電化工業社製の界面活性
剤の商品名）、（ｖ）ドライポン６００Ｅ（日華化学社製の界面活性剤の商品名）、（vi
）ドライポンＺ－７（日華化学社製の界面活性剤の商品名）、及び、（vii）ＮＫガード
　ＮＤＮ－７Ｅ（日華化学社製の界面活性剤の商品名）等が挙げられる。
【００３８】
　上記カップリング剤としては、具体的には、ｎ－オクチルトリメトキシシラン、ｎ－オ
クチルトリエトキシシラン、デシルトリメトキシシラン、デシルトリエトキシシラン、ｎ
－ドデシルトリメトキシシラン、ｎ－ドデシルトリエトキシシラン、オクタデシルトリメ
トキシシラン、オクタデシルトリエトキシシランなどのシラン化合物を加水分解して得ら
れるシランカップリング剤が挙げられる。
【００３９】
　特に、複屈折率層４の液晶の分子をより強くホメオトロピック配向させるものとしては
、フッ素系シランカップリング剤を挙げることができる。
　具体的には、パーフルオロアルキルシラン、ペンタフルオロアルキルシラン、ペンタフ
ルオロフェニルトリメトキシシラン、ペンタフルオロフェニルトリエトキシシラン、ペン
タフルオロフェニルプロピルトリメトキシシラン、ペンタフルオロフェニルプロピルトリ
エトキシシラン、トリフルオロプロピルトリメトキシシラン、トリフルオロプロピルトリ
エトキシシラン、1H,1H,2H,2H,-パーフルオロデシルトリメトキシシラン、1H,1H,2H,2H,-
パーフルオロデシルトリエトキシシラン、1H,1H,2H,2H,-パーフルオロオシルトリメトキ
シシラン、1H,1H,2H,2H,-パーフルオロオシルトリエトキシシラン、３－（ペプタフルオ
ロイソプロポキシ）プロピルトリメトキシシラン、３－（ペプタフルオロイソプロポキシ
）プロピルトリエトキシシラン等のフッ素系シラン化合物を加水分解して得られるフッ素
系シランカップリング剤が挙げられる。
【００４０】
　次に、複屈折率層４について説明する。複屈折率層４は、図３に示すように、やや細長
な分子形状の液晶性モノマー３をホメオトロピック配向させた状態で液晶性モノマー３同
士を架橋させてなる架橋高分子構造を有して形成される。
　尚、図３及び図５では、便宜上、液晶性モノマー３同士の結合状態を示す結合手につい
ての図示を省略している。
【００４１】
　複屈折率層４において、液晶性モノマー３と垂直配向膜１０（或いは、垂直配向膜１０
を形成しない場合には、基材２）との界面、及び液晶性モノマー３間に添加剤５が存在し
ている。添加剤５としては、上述した液晶性高分子のホメオトロピック配向を促す成分、
例えばポリイミド、界面活性剤、カップリング剤、或いはこれらの組み合わせ等を用いる
ことができる。垂直配向膜１０を形成せずに複屈折率層４のみから複屈折率機能層を形成
する際には、上記添加剤５は、ポリイミド、界面活性剤、カップリング剤、或いはこれら
の組み合わせから任意に決定することができる。一方、垂直配向膜１０を形成し次いで複
屈折率層４を形成して複屈折率機能層を形成する場合には、添加剤５は、垂直配向膜５を
構成する成分（即ち、ポリイミド、界面活性剤、カップリング剤、或いはこれらの組み合
わせ等）と同じ成分を用いることが望ましい。
【００４２】
　複屈折率層４は、液晶性モノマー３の架橋度が８０以上程度であることが好ましく、９
０以上程度であることがより好ましい。複屈折率の架橋度が８０より小さいと、均一な配
向性を十分に維持できない虞がある。
【００４３】
　複屈折率層４では、架橋高分子構造を構成する単位である液晶性モノマー３のチルト角
について、複屈折率層４の垂直配向膜１０との境界面に最も近い位置にある液晶（例えば
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液晶性モノマー３ａ）分子のチルト角と、この液晶分子に対して複屈折率層の厚さ方向（
矢印Ｌ、Ｍに沿った方向）に最も離れた位置にある液晶（例えば液晶性モノマー３ｂ）分
子のチルト角とが略等しいことが望ましい（図３参照）。この場合、複屈折率層４におけ
る液晶性モノマー３各々のチルト角は、この厚さ方向におよそ均一になり、複屈折率層４
において均一なホメオトロピック配向が得られることとなる。さらに、複屈折率層４は、
複屈折率層４における液晶性モノマー３のチルト角を、厚さ方向に亘って各々相等しくし
ていることがより好ましい。特に複屈折率層４には、液晶性モノマー３のホメオトロピッ
ク配向を促す添加剤５が存在するため、複屈折率層４を構成する各液晶性モノマー３のチ
ルト角を略等しくすることが可能である。
【００４４】
　複屈折率層４は、これを構成する液晶性モノマー３の屈折率異方性に伴ない、複屈折率
層４に入射する光（入射光）に対してリタデーションを生じさせうる。リタデーションは
、入射光に対して生じる常光と異常光との光路差であり、リタデーションの大きさは、常
光の屈折率ｎｏと異常光の屈折率ｎｅとすると、複屈折Δｎ（ｎｏとｎｅとの差）とｄ（
複屈折率層４の膜厚）の積として与えられる。従って、複屈折率層４のリタデーション及
び配向特性は、複屈折Δｎと膜厚により決定されるため、この観点から、複屈折Δｎは０
．０３～０．２０程度が好ましく、さらに好ましくは０．０５～０．１５程度が好ましい
。Δｎが０．０３未満であると、充分なリタデーションを得るために位相差制御機能層の
膜厚を増大させる必要があるが、膜厚が厚すぎると空気側界面付近の液晶性高分子が規定
される配向を維持できなくなる虞がある。また位相差制御機能層の膜厚は、０．１μｍ～
５μｍとすることが好ましい。上記膜厚が、０．１μｍ未満であると充分な位相差制御機
能が発揮されない虞がある。上述により得られる複屈折率層４のリタデーションの大きさ
としては、１ｎｍ以下であることが好ましく、０．１ｎｍ以下であることがより好ましく
、理想的にはゼロであることが好ましい。
【００４５】
　上記複屈折の測定については、リタデーションと膜厚の測定により行うことができる。
リタデーションの測定としては、ＫＯＢＲＡ－２１シリーズ（王子計測機器）等の市販の
装置を用いることができる。測定時における測定波長は、可視光域（３８０ｎｍ～７８０
ｎｍ）であることが好ましく、比視感度の最も大きい５５０ｎｍ付近で測定することがよ
り好ましい。また膜厚測定については、ＤＥＫＴＡＫ（Ｓｌｏａｎ）の触針式段差計等の
市販の装置を用いることができる。
【００４６】
　複屈折率層４を構成する液晶性モノマー３としては、室温で液晶状態を固定化すること
ができるものであり、詳しくは分子構造中に不飽和２重結合を有し、液晶状態で架橋可能
なもの（重合性液晶を含む）を用いることができる。特に重合性液晶としては分子の末端
に不飽和２重結合を有するものが用いられる。このような架橋可能な液晶性モノマー材料
の一例としては、例えば下記［化１］～［化２］に例示する化合物（Ｉ）や、［化１１］
に示す一般化学式に包含される化合物（ＩＩ）を挙げることができる。本発明に用いるこ
とのできる液晶性モノマー材料としては、［化１］～［化１０］に例示する化合物（Ｉ）
のうちの１種の化合物或いは２種以上の混合物、［化１１］に示す一般化学式に包含され
る化合物（ＩＩ）のうちの１種の化合物或いは２種以上の混合物、或いはこれらの組み合
わせによる混合物を用いることができる。尚、一般化学式［化１１］に包含される液晶性
モノマーの場合、芳香環の両端に位置するアルキル基の長鎖を表すＸが４～６（整数）で
あることが好ましい。
【００４７】
【化１】
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【００４８】
【化２】

【００４９】
【化３】

【００５０】

【化４】

【００５１】
【化５】

【００５２】
【化６】

【００５３】
【化７】

【００５４】
【化８】

【００５５】
【化９】

【００５６】
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【化１０】

【００５７】

【化１１】

　（尚、Ｘは、４から６の整数である。）
【００５８】
　本発明の光学素子における複屈折率層４は、上記したような液晶性モノマー３と、溶媒
と、添加剤５とを配合してなる複屈折率層組成液を垂直配向膜１０（或いは基材２）に塗
工して塗膜を形成し、この塗膜中に含まれる液晶モノマーをホメオトロピック配向させた
状態にし、この状態を維持しつつ液晶性モノマー３同士を架橋させて形成することができ
る。尚、複屈折率層４は、各種印刷方法やフォトリソグラフィー法を用いて垂直配向膜１
０上にパターニングされて形成されてもよい。また垂直配向膜１０を形成せずに複屈折率
層４のみから複屈折率機能層を形成する場合には、複屈折率組成液を、直接基材２上に塗
工し塗膜形成することができる。
【００５９】
　上記溶媒としては、液晶を溶解させることができるものであれば特に限定されず、トル
エンなどの各種有機溶媒を用いることができる。ただし、溶媒は、複屈折率層組成液を塗
工する際、垂直配向膜１０に均一な厚みで塗工することができるものであることが好まし
い。
【００６０】
　複屈折率層組成液における液晶性モノマー３の配合量は、塗工方法、膜厚、溶媒の種類
等に応じて異なるが、１０～５０重量％の範囲内であることが好ましい。複屈折率層組成
液は、添加剤５と液晶性モノマー３との配合比率が重量比率で１／７から１／３である。
　　　
【００６１】
　本発明における添加剤５としては、上述した分子形状が棒状であって重合成の液晶性モ
ノマーのホメオトロピック配向を促すことのできる化合物であれば、特に限定されない。
例えば添加剤５として、上述したポリイミド、界面活性剤、カップリング剤或いはこれら
の組み合わせを用いることができる。使用する添加剤５の配合量は、基材の材質、複屈折
率層の膜厚、使用する添加剤の配向規制力等に応じて異なるが、例えば好ましい配合量と
して以下の範囲を挙げることができる。
　複屈折率層組成液における添加剤５として可溶性ポリイミド、ポリアミック酸を配合す
る場合の配合量は、重合性液晶の総量に対して１２．５～２５重量％とすることが好まし
く、１５～２２．５重量％とすることが更に好ましい。添加剤５である可溶性ポリイミド
、ポリアミック酸の配合量が、１２．５重量％より小さいと、十分均一にホメオトロピッ
ク配向した複屈折率組成物を得ることが困難になる虞があり、２５重量％よりも大きいと
、光の透過率が低下する虞がある。
　また添加剤５としてカップリング剤又は界面活性剤を配合する場合の配合量は、重合性
液晶の総量に対して０．００１～５重量％とすることが好ましく、０．０１～１．０重量
％とすることがより好ましく、０．０５～０．５重量％とすることが更に好ましい。
　さらにまた添加剤５として、上記液晶性モノマーのホメオトロピック配向を促すことの
できる化合物を複数組み合わせて用いることもできる。組み合わせる際の配合量は、基材
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の材質、複屈折率層の膜厚、使用する添加剤の配向規制力等に応じて異なるため、適宜決
定することができる。例えば、界面活性剤とシランカップリング剤とを組み合わせて添加
剤５とする場合には、使用するシランカップリング剤の配向規制力等に応じて異なるが、
質量比で、カップリング剤の固形分の１／１００～１／１程度の範囲内で適宜選択するこ
とが好ましい。また市販の垂直配向膜溶液の希釈液を、添加剤５として用いてもよく、こ
の場合には、添加剤５の配合量は、該垂直配向膜溶液の組成比率をそのまま採用すること
ができる。
【００６２】
　尚、複屈折率層組成液には、必要に応じて、光重合開始剤、増感剤が添加されてもよい
。
　光重合開始剤としては、例えば、ベンジル（もしくはビベンゾイル）、ベンゾインイソ
ブチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香
酸、ベンゾイル安息香酸メチル、４－ベンゾイル－４’メチルジフェニルサルファイド、
ベンジルメチルケタール、ジメチルアミノメチルベンゾエート、２－ｎ－ブトキシエチル
－４－ジメチルアミノベンゾエート、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸イソアミル、３，３’
－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノン、メチロベンゾイルフォーメート、２－メチル
－１－（４－（メチルチオ）フェニル）－２－モルフォリノプロパン－１－オン、２－ベ
ンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタン－１－オン、
１－（４－ドデシルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン、１－
ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル
プロパン－１－オン、１－（４－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチル
プロパン－１－オン、２－クロロチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、２
，４－ジイソプロピルチオキサントン、２，４－ジメチルチオキサントン、イソプロピル
チオキサントン、１－クロロ－４－プロポキシチオサントン等を挙げることができる。
【００６３】
　複屈折率層組成液に光重合開始剤が配合される場合、光重合開始剤の配合量は、０．０
１～１０重量％である。尚、光重合開始剤の配合量は、液晶分子の配向をできるだけ損な
わない程度であることが好ましく、この点を考慮して、０．１～７重量％であることが好
ましく、０．５～５重量％であることがより好ましい。
【００６４】
　また、複屈折率層組成液に増感剤が配合される場合、増感剤の配合量は、液晶分子の配
向を大きく損なわない範囲で適宜選択でき、具体的には０．０１～１重量％の範囲内で選
択される。
　また、光重合開始剤及び増感剤は、それぞれ、１種類のみ用いられてもよいし、２種類
以上が併用されてもよい。
【００６５】
　以下に、本発明の光学素子の製造方法をより詳細に説明する。以下の説明には、界面活
性剤を用いて形成される垂直配向膜と、添加剤として垂直配向膜と同成分である界面活性
剤を含有する複屈折率層組成液を用いて形成される複屈折率層とから形成される複屈折率
機能層を有する光学素子を用いる。
　まず、上記したような材料を用いて界面活性剤を含む膜組成液を調整し、これを光透過
性を有する基材２の上面に、フレキソ印刷やスピンコートなどの方法で塗布して垂直配向
膜用塗膜を作製し、さらにこの垂直配向膜用塗膜を硬化させることにより、基材に垂直配
向膜の形成された垂直配向膜形成基材を得る。
【００６６】
　次に、重合性液晶である液晶モノマーと界面活性剤とを溶媒に溶解して複屈折率層組成
液を調整し、これを上記垂直配向膜形成基材に塗布し、複屈折率層用塗膜を作製する。
　まず、上記複屈折率層組成液をダイコート、バーコート、スライドコート、ロールコー
ト等といった各種印刷法やスピンコートなどの方法で上記垂直配向膜形成基材上に塗布し
、複屈折率層組成液の塗布された基材を乾燥させることにより、複屈折率層用塗膜を形成
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する。このとき、複屈折率層組成液の塗布された基材は大気圧下で自然乾燥することがで
きる。
　尚、垂直配向膜形成基材表面の撥水性又は撥油性が高い場合には、液晶をホメオトロピ
ック配向させることが可能な範囲内でＵＶ洗浄やプラズマ処理を介在させることにより、
複屈折率層組成液を塗布しようとする垂直配向膜形成基材面の濡れ性を予め高めてもよい
。
【００６７】
　次に、複屈折率層用塗膜に含まれる液晶モノマーを、ホメオトロピック配向させる。
　具体的には、複屈折率層用塗膜を加熱して、複屈折率層用塗膜の温度を、この塗膜中の
液晶が液晶相となる温度（液晶相温度）以上、この塗膜中の液晶が等方相（液体相）とな
る温度未満にすることで、液晶をホメオトロピック配向させる。このとき複屈折率層用塗
膜の加熱手段は、特に限定されず、加熱雰囲気下におく手段でもよいし、赤外線で加熱す
る手段でもよい。
【００６８】
　尚、液晶をホメオトロピック配向させる方法は、上記方法に限定されず、例えば、複屈
折率層用塗膜に含まれる液晶モノマーやこの塗膜の状態に応じ、複屈折率層用塗膜を減圧
乾燥する方法によっても、或いは複屈折率層用塗膜に対して所定方向から電場や磁場を負
荷する方法によっても実現可能である。
【００６９】
　複屈折率層用塗膜を減圧乾燥することによって、液晶モノマーをホメオトロピック配向
させる場合には、減圧状態とすることで複屈折率層用塗膜を過冷却状態にすることでき、
複屈折率層用塗膜中の液晶モノマーをホメオトロピック配向させた状態を保持したままこ
の塗膜を室温までさらに冷却できる。すると、液晶モノマーを架橋反応させるまで、効率
よく液晶をホメオトロピック配向させた状態が維持される。
【００７０】
　次に、複屈折率層用塗膜中にホメオトロピック配向した液晶を架橋反応させ、該配向を
固定化させる。
【００７１】
　この架橋反応は、液晶モノマーの感光波長の光を複屈折率層用塗膜に照射することで進
行する。このとき、複屈折率層用塗膜に照射する光の波長は、この塗膜中に含まれている
液晶モノマーの種類に応じて適宜選択される。尚、複屈折率層用塗膜に照射する光は、単
色光に限らず、液晶の感光波長を含む一定の波長域を持った光であってもよい。具体的に
は、紫外線などの活性放射線を照射することが一般的である。
【００７２】
　液晶の架橋反応は、液晶が液晶相から等方相へ相転移する温度よりも１～１０℃低い温
度まで複屈折率層用塗膜を加熱しながら架橋反応を行うことが好ましい。こうすることで
、この架橋反応の際に液晶のホメオトロピック配向の乱れを低減することができる。また
、この観点から、架橋反応を行う温度は、液晶が液晶相から等方相へ相転移する温度より
も３～６℃低い温度であることがより好ましい。
【００７３】
　液晶の架橋反応は、不活性ガス雰囲気中で、複屈折率層用塗膜を液晶相温度にまで加熱
しながら液晶の感光波長の光を塗膜に照射する方法で実施されてもよい。上記方法では、
不活性雰囲気下で液晶が架橋されており、空気雰囲気下で液晶が架橋される場合に比べ、
垂直配向膜から離れた位置にある液晶分子のホメオトロピック配向の乱れを抑制すること
ができる点で好ましい。
【００７４】
　また、液晶の架橋反応は、不活性ガス雰囲気中または空気雰囲気中で、複屈折率層用塗
膜を液晶相温度まで加熱しながら液晶の感光波長の光を塗膜に照射して架橋反応を部分的
に進行させ（部分的架橋工程という）、部分的架橋工程の後、液晶が結晶相となる温度（
Ｔｃ）まで複屈折率層用塗膜を冷却し、この状態でさらに感光波長の光を複屈折率層用塗
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膜に照射して架橋反応を進行させて完了させる方法で実施されてもよい。尚、上記した温
度Ｔｃは、架橋反応を進行させる前の複屈折率層用塗膜において液晶が結晶相となる温度
である。
【００７５】
　部分的架橋工程では、温度Ｔｃまで複屈折率層用塗膜を冷却しても、その塗膜中に含ま
れる液晶のホメオトロピック配向性が維持される程度に、架橋反応が進行している。従っ
て、部分的架橋工程における架橋反応の進行の程度は、複屈折率層用塗膜中の液晶の種類
や、その塗膜の膜厚などに応じて適宜選択されるが、おおよそ、部分的架橋工程では液晶
の架橋度が５～５０となるまで架橋反応を進行させることが好ましい。
　上記架橋工程を終了することにより、基材と、垂直配向膜と、ホメオトロピック配向し
、且つ架橋することによって該配向が固定化された液晶性モノマーよりなる複屈折率層を
備える液晶層とが形成される。
【００７６】
　上記架橋工程に続いて、光学素子を焼成する。焼成工程は、複屈折率層の耐熱性及び密
着性が向上させることができるため重要な工程である。しかしながら一方、焼成すること
により、複屈折率層の表面に、添加剤として用いた界面活性剤がブリードして凝集し添加
剤層が形成される。
【００７７】
　上記焼成工程は、架橋工程を終了することによって得られた上記光学素子を一定温度に
加温したオーブン等に設置して、加熱することにより行うことができる。例えば上記焼成
工程を、空気雰囲気下且つ大気圧下にて、アズワン「熱風循環オーブンＫＬＯ－６０Ｍ」
を用いて行うことができる。焼成温度及び焼成時間は、光学素子の厚み、特に複屈折率層
の厚みや、用いられる液晶性モノマーの種類などによって適宜決定することができるが、
０．５時間以上２．５時間以下であって、２００℃以上２５０℃以下であることが好まし
い。焼成工程における焼成時間が２．５時間を越えると、光学素子に黄変等が発生し、該
光学素子の透過率を下げる虞があり、また０．５時間未満であると、密着性、耐熱性、硬
化度が低くなることによって、充分な耐久性が得られない虞がある。
【００７８】
　焼成後、上記界面活性剤から構成される添加剤層を除去する。添加剤層の除去方法は、
添加剤層を除去することのできる方法であれば特に限定されるものではない。例えば研磨
装置を用いて研磨する方法、スピンコーターを用いて溶剤処理により除去する方法、或い
はプラスマエッチング装置を用いて除去する方法等がある。添加剤層除去時において、下
方に位置する複屈折率層の一部までも除去してしまうと、複屈折率層の位相差制御機能を
低下させる原因となるので、除去量を調整することのできる方法が好ましい。添加剤層の
厚みは、架橋工程における光の照射量、添加剤の種類や添加量等によって決定されるので
、予め光学素子を設計し製造する際に、形成される添加剤層の厚みを認識しておくことに
よって、複屈折率層までも削ることを防止することができる。
【００７９】
　上述のように本発明の光学素子では、液晶性モノマーがホメオトロピック配向した状態
で固定化されてなる複屈折率層を有し、且つ該複屈折率層の上面に形成される添加剤層が
除去されていることから、優れた位相差制御機能を発揮し、ヘイズを確実に０．１以下と
することができる。従って、この光学素子は、厚み方向の透明度を向上させたものであり
、光学素子の厚み方向に、屈折率の不連続な部分の発生が抑えられており、光学素子を厚
み方向に通過する光の散乱を抑制できる。
【００８０】
　本発明における光学素子１では、複屈折率層４が液晶性モノマー３をホメオトロピック
配向させた状態を保持しつつ架橋重合化した構造を有することから、この複屈折率層４の
厚さ方向をｚ軸にしてｘｙｚ直交座標を想定したとき、ｘ軸方向の屈折率ｎｘとｙ軸方向
の屈折率ｎｙはほぼ同じ値になり、ｚ軸方向の屈折率ｎｚは、屈折率ｎｘ、ｎｙよりも大
きくなるようにすることができる。従って、光学素子１は、複屈折率層４を、屈折率がｎ
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ｚ＞ｎｘ＝ｎｙであるような複屈折率特性を有する層、即ちその厚さ方向（ｚ軸方向）に
光軸を有するとともに１軸性の複屈折率特性を有する層とすることができて、いわゆる「
＋Ｃプレート」として機能させることができ、光のリタデーションに対して光学補償する
ことができる位相差制御機能を有する部材として機能させることができる。
【００８１】
　本発明の光学素子は、液晶をホメオトロピック配向状態で固定しているので、例えば位
相差を制御する素子、光学補償素子等、光の偏光状態を制御するための素子として用いる
ことができるものであり、上記したように光の散乱を抑制できることとあわせると、より
精緻に位相差を制御する機能を有する素子となる。すると、この光学素子によれば、より
精密に光漏れを低減できる液晶表示装置を製造できるようになり、視野角のより拡大した
、そしてコントラストのより向上した、さらに液晶表示画面の色むらの抑制された液晶表
示装置を製造することができるようになる。
【００８２】
　この光学素子１は、複屈折率層４が架橋した構造を有しているので、複屈折特性が熱に
よる影響を受け難い。
【００８３】
　この光学素子１は、基材２に膜組成液を塗布して垂直配向膜１０を作製し、その膜上に
複屈折率層組成液を塗布し、液晶を配向させて、液晶を架橋させるという比較的簡単な工
程により複屈折率層４を形成することができるので、その生産コストを抑え易い。
【００８４】
　そして、この光学素子１は、液晶性モノマー３のホメオトロピック配向を促す添加剤５
を含有した複屈折率層組成液を用いて形成された複屈折率層４を有する。これにより、光
学素子１は、複屈折率層４を、基材２或いは垂直配向膜１０から離間した位置の液晶性モ
ノマー３のホメオトロピック配向の度合いを、基材２或いは垂直配向膜１０に近接する液
晶性モノマー３のホメオトロピック配向の度合いに近づけた状態にすることができ、複屈
折率層４の厚み方向に、液晶をより均一にホメオトロピック配向させた状態を形成できる
。
【００８５】
　この光学素子１によれば、液晶パネルを構成する部材に一体的に積層形成することがで
き、別体で位相差制御部材を設けることなく光学機器を設計することが可能となる。
【００８６】
　本発明における光学素子は、第１の形態の光学素子の外面および基板表面のうち、少な
くともいずれか１つの面に、光の状態を変化させる機能を有し複屈折率層とは異なる機能
性層が積層されているものでもよい（以下、「第２の形態」という）。
【００８７】
　第２の形態の光学素子について、第１の形態の光学素子の外面に、複屈折率層とは複屈
折率特性の異なる層が機能層として形成されている場合を例として説明する。第２の形態
の光学素子としては、例えば図５に示すように、機能層２ｃを、基板２と垂直配向膜１０
の間に位置するようにして形成することができる。
【００８８】
　上記第２の形態の光学素子における機能層２ｃは、第１の形態における複屈折率層の複
屈折率特性（＋Ｃプレート）とは異なる複屈折率特性を有する層（以下、「異複屈折率層
」という）であってよい。
　具体的には、異複屈折率層は、上記した屈折率がｎｚ＝ｎｘ＜ｎｙあるいはｎｚ＝ｎｙ
＜ｎｘであるような複屈折率特性を有する層、いわゆる「＋Ａプレート」として機能する
層であってもよく、また、上記した屈折率がｎｚ＜ｎｘ＝ｎｙであるような複屈折率特性
を有する層、いわゆる「－Ｃプレート」として機能する層であってもよい。
【００８９】
　尚、上記したいわゆる「＋Ａプレート」として機能する層は、液晶を水平配向させるこ
とが可能な樹脂材料などにより、基材面上や複屈折率層上に水平配向膜形成用塗膜を形成
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し、水平配向膜形成用塗膜の表面をラビング処理や光配向処理を施すことによって水平配
向膜を得て、液晶を溶媒に溶解させた溶液を水平配向膜上に塗工してホモジニアス配向の
状態で固定することにより得ることができる。
【００９０】
　また、上記したいわゆる「－Ｃプレート」として機能する層は、液晶とカイラル剤を溶
媒に溶解させて得られた溶液を基材面上や複屈折率層上に塗工し固定することで形成され
うる。
【００９１】
　カイラル剤は、液晶の分子を螺旋状に配向させるために添加されるが、液晶の分子が近
紫外線領域の螺旋ピッチをとると選択反対現象により特定色の反射色を生じることから、
カイラル剤の配合量は、選択反対現象が紫外領域になるような螺旋ピッチが得られるよう
な量とすることが好ましい。
【００９２】
　第２の形態の光学素子は、複屈折率特性の異なる層を積層するので、光学素子を備えた
液晶表示装置を製造した場合に、液晶表示装置を通過した通過光を認識する際、通過光の
リタデーションの大きさが通過光を看る者の位置に応じて変化することをより効率よく抑
えることができる。
【００９３】
　本発明における光学素子は、第１の形態又は第２の形態の光学素子において、着色層を
形成していてもよい（以下、「第３の形態」という）。
【００９４】
　第３の形態の光学素子として、基材の基板に、機能性層として着色層を形成している場
合を例として説明する（図６（ａ））。
　図６（ａ）は、第３の形態の光学素子の実施例における断面構造を示す概略図である。
【００９５】
　光学素子１ｂにおいては、基材として基板２ａを有し、その片面に着色層１１が形成さ
れている。着色層１１は、所定波長領域の可視光を透過する着色画素部１２と、遮光部１
３（ブラックマトリクスあるいはＢＭということがある）とからなる。
【００９６】
　着色画素部１２は、赤色、緑色、青色各々について各色の波長帯の光を透過させる着色
画素（それぞれ赤色着色画素１２Ｒ、緑色着色画素１２Ｇ、及び青色着色画素１２Ｂとい
う）を所定のパターンで配置して形成される。着色画素部１２を構成する赤色着色画素１
２Ｒ、緑色着色画素１２Ｇ、青色着色画素１２Ｂの配置形態としては、ストライプ型、モ
ザイク型、トライアングル型等種々な配置パターンを選択することができる。
　また、これらの着色画素（１２Ｒ、１２Ｇ、１２Ｂ）に代えて、各色の補色の波長帯の
光を透過させる着色画素を用いることも可能である。
【００９７】
　着色画素部１２は、各色の着色画素（１２Ｒ、１２Ｇ、１２Ｂ）毎に、着色画素の着色
材料を溶媒に分散させた着色材料分散液の塗膜を、例えばフォトリソグラフィー法で、所
定形状にパターニングすることで形成される。
【００９８】
　尚、着色画素部１２は、フォトリソグラフィー法のほか、各色の着色画素（１２Ｒ、１
２Ｇ、１２Ｂ）毎に、着色材料分散液を所定形状に塗布することによっても形成できる。
【００９９】
　遮光部１３は、着色画素（１２Ｒ、１２Ｇ、１２Ｂ）同士の重なり合いを防止するとと
もに、着色画素間の隙間を埋めて、近接する着色画素間からの光の漏れ（漏れ光）を抑制
し、また、光学素子をアクティブマトリクス駆動方式の液晶表示装置用部材に用いた場合
におけるアクティブ素子の光劣化等を抑制する。
【０１００】
　従って、遮光部１３は、基板２ａ面上に着色画素の配置される位置に対応する領域を、
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個々の着色画素（１２Ｒ、１２Ｇ、１２Ｂ）ごとに平面視上区画化するように形成される
。そして、各色の着色画素（１２Ｒ、１２Ｇ、１２Ｂ）は、それぞれ、遮光部１３により
区画化された基板２面上の領域の形成位置に応じて、平面視上その領域を被覆するように
して配置される。
【０１０１】
　遮光部１３は、例えば、金属クロム薄膜やタングステン薄膜等、遮光性又は光吸収性を
有する金属薄膜を所定形状に基板面にパターニングすることにより、形成することができ
る。また、遮光部は、黒色樹脂等の有機材料を所定形状に印刷することによりを形成する
ことも可能である。
【０１０２】
　着色層１１は、上記したように、着色画素を複数色備える場合に限定されず、着色画素
を単色備えて構成されてもよい。この場合、着色層１１は、遮光部１３を備えなくてもよ
い。
【０１０３】
　尚、第３の形態の光学素子において、着色層１１を構成する着色画素部１２、遮光部１
３の全てが基板に設けられている場合を例として説明したが、これに限定されず、図６（
ｂ）に示すように、着色層のうち遮光部１３のみを基板に形成して基材となし、これに垂
直配向膜１０と、複屈折率層４を積層して、その上に、着色画素部１２を配設して光学素
子を形成してもよい。かかる場合には、着色画素１２を配設する前に、複屈折率層４の表
面の添加剤層を除去する必要がある。
【０１０４】
　図６（ａ）に示す第３の形態の光学素子によれば、複屈折率層４は、基材２ａ上の着色
層１１を被覆することができる。そうすると、複屈折率層４の耐熱性が比較的高いことか
ら、垂直配向膜１０や複屈折率層４で被覆される着色画素部１２の耐熱性も向上させるこ
とができる。
【０１０５】
　尚、光学素子が着色層を備える場合にあっては、上記したほか、図６（ｃ）に示すよう
に、着色層１１が複屈折率層４の上に積層されてもよい。かかる場合には、着色層１１を
形成する前に、複屈折率層４の表面の添加剤層を除去する必要がある。
【０１０６】
　次に、第１の形態または第２の形態の光学素子を用いた液晶表示装置用部材（第１の形
態の液晶表示装置用部材ということがある）について、詳細に説明する。
【０１０７】
　図７（ａ）（ｂ）は、本発明の液晶表示装置用部材の実施例を示す概略図である。
　尚、液晶表示装置用部材の実施例として、積層構造体の一方において第１の形態の光学
素子が形成されている場合について説明する。
【０１０８】
　図７（ａ）に示すように、液晶表示装置用部材５０ａは、光透過性を有する２つの積層
構造体１４（１４ａ、１４ｂ）を備えており、積層構造体１４ａ、１４ｂの間には液晶層
１７が形成されている。
【０１０９】
　光学素子の形成されていない積層構造体１４ａは、基板１６と基板１６上に形成された
配向膜１５とを備え、光学素子１ａの形成されている積層構造体１４ｂは、光学素子１ａ
を形成する各層（２、１０、４）と、配向膜１５を備えており、また積層構造体１４は、
両方の積層構造体１４ａ、１４ｂの配向膜１５、１５が対面するように配置されている。
【０１１０】
　液晶層１７は、積層構造体１４ａ、１４ｂの間に液晶が封入されて形成される。封入さ
れる液晶は、適宜選択される。
【０１１１】
　液晶層１７は次に示すように形成される。即ち、互いにやや間隔をあけて対向配置され
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た積層構造体１４ａ、１４ｂを、スペーサ１８（例えば球状スペーサ又は柱状スペーサ）
を用いて両者の離間間隔（セルギャップ）を固定するとともに、シール材（熱硬化性樹脂
）を用いて積層構造体１４ａ、１４ｂの間に区画化された空間部を形成する。この空間部
に液晶材料を充填することにより、液晶の封入が行なわれ、液晶層１７が形成される。
【０１１２】
　配向膜１５は、積層構造体１４の間に形成される液晶層１７中の液晶を、水平配向させ
るための水平配向膜、又は、前記の液晶を垂直配向させるための垂直配向膜である。配向
膜として水平配向膜及び垂直配向膜のどちらを用いるかは、適宜選択可能である。
【０１１３】
　第１の形態の液晶表示装置用部材５０ａは、複屈折率層４を備えた光学素子１ａを設け
ているので、比較的高い耐熱性を有する液晶表示装置を低コストの下に得ることが可能に
なると共に、光学補償を行うために別体で位相差制御フィルム材を介装させる必要もなく
、液晶表示装置用部材を幅薄にすることができ、しかも、位相差制御フィルム材の介装時
に塗布する必要のあった粘着材も不要となるので、表示特性を一層向上させることができ
、種々の用途に用いることが可能な透過型液晶表示装置を安価に提供することが容易にな
る。
【０１１４】
　尚、液晶表示装置用形成部材は、上記した実施例のほか、相対向する積層構造体のいず
れにも光学素子を形成するように構成してもよい。
【０１１５】
　また、この液晶表示装置用部材は、図７（ｂ）に示す液晶表示装置用部材５０ａのよう
に、基板２と液晶層１７との間に複屈折率層４が位置するように光学素子１ａを形成した
ものでもよい。こうすることで、複屈折率層４が液晶表示装置用部材の外面に露呈しない
ようにすることができ、これを使用する過程で外部からの作用力によって複屈折率層４が
損傷する虞を抑制できる。
【０１１６】
　次に、第３の形態の光学素子を用いた液晶表示装置用部材（第２の形態の液晶表示装置
用部材という）について説明する。
【０１１７】
　図８は、本発明の第２の形態の液晶表示装置用部材５０ｂの実施例を示す概略図である
。尚、この液晶表示装置用形成部材において、積層構造体の一方に第３の形態の光学素子
を形成している場合を例とする。
【０１１８】
　第２の形態の液晶表示装置用部材５０ｂは、第１の形態の液晶表示装置用部材と同様に
、光透過性を有する２つの積層構造体１４ａ、１４ｃを備えており、これらの積層構造体
１４ａ、１４ｃの間に液晶層１７を形成しており、光学素子１ｂを形成していない積層構
造体１４ａは、基板１６に配向膜１５を形成してなる。
【０１１９】
　この液晶表示装置用形成部材５０ｂにおいて、光学素子１ｂを形成している積層構造体
１４ｃは、配向膜１５を、これと基板２ａとの間に複屈折率層４が位置するように配設し
ており、積層構造体１４ａ、１４ｃは、配向膜１５、１５を互いに対向させるように配置
されている。
【０１２０】
　積層構造体１４ｃには、第３の形態の光学素子１ｂが形成されるとともに、光学素子１
ｂと配向膜１５との間に、配向膜１５を積層形成する面を平坦化させ且つ複屈折率層４の
耐薬品性、耐熱性、耐ＩＴＯ（酸化インジウムスズ）性等を向上させて保護するための保
護層２１を設けている。
【０１２１】
　保護層２１としては、アクリル系樹脂、エポキシ系樹脂、ポリイミド等、種々の光硬化
型樹脂又は熱硬化型樹脂、あるいは２液硬化型樹脂により形成することができる。保護層
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は、その材料に応じて、スピンコート、印刷、フォトリソグラフィー等の方法により形成
することができる。保護層２１の膜厚は０．３～５．０μｍであり、０．５～３．０μｍ
であることが好ましい。
【０１２２】
　このような構造を有する液晶表示装置用形成部材は、例えば反射型液晶表示装置におけ
るカラー表示用液晶パネルに用いることができる。
【０１２３】
　次に、第１の形態の液晶表示装置用部材を用いた液晶表示装置１００ａ（第１の形態の
液晶表示装置）について説明する。尚、実施例では、特に液晶表示装置が水平配向モード
（Ｉｎ－Ｐｌａｉｎ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇモード、ＩＰＳモード）方式である場合を例と
して説明する。
　図９（ａ）に示すように、液晶表示装置用部材５０ａの両外面に偏光板３１、３１を備
えるとともに、液晶表示装置用部材５０ａの積層構造体１４ａを構成する基板１６と配向
膜１５との間に介在形成された平坦電極部２５と、光照射部３０とを設けている。
【０１２４】
　偏光板３１、３１は、液晶表示装置用部材５０ａの両外表面に貼付されているが、両偏
光板３１、３１は、互いに直交ニコルの関係となるように配置することもできるし、互い
に平行ニコルの関係となるように配置することもできる。
【０１２５】
　平坦電極部２５は、液晶駆動電極部２６と、液晶駆動電極部２６に電気的に対応し向か
い合う共通電極部２７とからなり、液晶駆動電極部２６と共通電極部２７とが両方ともに
同一の基板１６と液晶層１７との間に配設されている。平坦電極部２５は、電圧を負荷し
て液晶層１７の液晶の分子の配向を変化させる。
【０１２６】
　液晶駆動電極部２６は、マトリクス状に配置された多数の液晶駆動電極２６ａを備え、
表面を平坦化する平坦化膜２６ｂとを備えている。
【０１２７】
　マトリクス状に配置された多数の液晶駆動電極２６ａは、個々の液晶駆動電極の配置さ
れた領域ごとに１つの画素を構成する。液晶駆動電極２６ａは、平面視上、対応する画素
のほぼ中央部を縦断する。液晶駆動電極２６ａは、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）等の透
明電極材料により形成されている。
【０１２８】
　共通電極部２７は、液晶駆動電極２６ａとの間に電場を形成可能な共通電極２７ａを備
えるとともに、液晶駆動電極部２６と物理的に接触しないように共通電極を被覆する保護
層２７ｂを形成しており、共通電極２７ａは、マトリクス状に整列する各液晶駆動電極２
６ａで形成される各列に対して２つずつ対応するようにして、対応する画素列の両側に分
かれて配置されている。
　共通電極２７ａは、例えばタンタル（Ｔａ）、チタン（Ｔｉ）等の金属により形成する
ことができる。
【０１２９】
　この液晶表示装置１００ａでは、各画素ごとに液晶層に電圧が負荷されて、各画素ごと
に、光照射部３０から受けた光のうち偏光板を通過する光の透過量が制御される。そして
液晶表示装置は、こうした各画素ごとに偏光板を通じて外部に出た光が全体として画像を
形成する。
　第１の形態の液晶表示装置１００ａは、液晶表示装置用部材５０ａに、ホメオトロピッ
ク配向の均一性を高めた架橋構造を有する複屈折率層４を有するから、耐熱性が比較的高
く、比較的高温環境に曝される車載用の液晶表示装置としても用いることができる。また
、第１複屈折率層２５の生産コストを抑え易いことから、液晶表示装置を安価に提供する
ことも可能である。また、従来の液晶表示装置では、視野角の狭さを補正するために位相
差を補正するフィルム材（位相差制御フィルム）を別体で粘着剤などを用いて貼着してい
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たが、この液晶表示装置では、そのようなフィルム材を設ける必要もなくなり、粘着剤を
設けるための厚みが不要となって装置の厚みを薄くすることができるばかりか、粘着剤に
よる光の乱反射や吸収などの虞も低減できる。
【０１３０】
　さらに、第２の形態の液晶表示装置用部材を用いた液晶表示装置１００ｂ（第２の形態
の液晶表示装置）について説明する。実施例では、特に液晶表示装置がアクティブマトリ
クス方式である場合を例として説明する（図９（ｂ））。
　この液晶表示装置１００ｂは、液晶表示装置用部材５０ｂの両側面に偏光板３１、３１
を備えるとともに、液晶表示装置用部材５０ｂの積層構造体を構成する基板１６、２ａの
間に電極部２９を介在させ、光照射部３０を備えている。
【０１３１】
　電極部２６は、画素ごとに設けられる画素電極部２６と、各画素電極部２６に共通して
電気的に対応し向かい合う共通電極部２８とからなり、画素電極部２６と共通電極部２８
は両者間に液晶層１７を介在させるように配設される。
【０１３２】
　画素電極部２６は、画素電極２６ａを、膜厚方向に各着色画素１２Ｒ、１２Ｇ、１２Ｂ
に対して１つずつ対応するように、マトリクス状に配置しており、画素電極ごとに設けら
れたスイッチング回路部（図示せず）と、スイッチング回路部に対して電気的に接続され
た信号線２６ｃおよび走査線（図示せず）と、信号線２６ｃおよび走査線を電気的に分離
する層間絶縁膜（図示せず）と、信号線２６ｃと画素電極を電気的に分離する保護膜２６
ｄと、保護膜２６ｄと画素電極２６ａを被覆して表面を平坦化する平坦化膜２６ｂとを備
えて形成されている。
【０１３３】
　電極部２９において、走査線と信号線２６ｃは、隣合う画素電極の間に、格子状に互い
に交差するように配置されており、走査線、信号線２６ｃは、その長手方向に沿ってそれ
ぞれ層間絶縁膜、保護膜２６ｄで被覆されている。
【０１３４】
　尚、走査線や信号線は、例えばタンタル（Ｔａ）、チタン（Ｔｉ）等の金属により形成
され、層間絶縁膜は、例えばシリコン酸化物等の電気絶縁性物質により形成される。また
、保護膜は、シリコン窒化物等により形成されている。
【０１３５】
　マトリクス状に配置された多数の画素電極は、個々の画素電極の配置された領域ごとに
１つの画素を構成する。
　画素電極は、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）等の透明電極材料により形成されている。
【０１３６】
　スイッチング回路部は、画素電極に対応して配置され、画素電極と、走査線及び信号線
とを電気的に接続している。スイッチング回路部は、走査線から電気的信号の供給を受け
て、信号線と画素電極の通電状態を制御する。スイッチング回路部としては、薄膜トラン
ジスタ等の３端子型素子やＭＩＭ（Metal Insulator Metal）ダイオード等の２端子型素
子などのアクティブ素子が具体的に例示される。
【０１３７】
　共通電極２８は、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）等の透明電極材料により膜状に形成さ
れている。
【０１３８】
　第２の形態の液晶表示装置１００ｂは、第１の形態の液晶表示装置１００ａと同様に、
別体で位相差制御フィルム材を設ける必要もなくなり、措置の薄型化を図ることができる
ばかりか、フィルム材を貼着する際に用いる粘着剤も不要となり、粘着材による光の乱反
射や吸収の虞も低減することができる。
【実施例】
【０１３９】
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　次に、実施例及び比較例を示して、更に詳細に本発明を説明する。
【０１４０】
（ガラス基材の前処理）
　適当な洗浄処理を施し、清浄とした基材として低膨張率無アルカリガラス板（コーニン
グ社製１７３７ガラス　１００ｍｍ×１００ｍｍ、厚み０．７ｍｍ）を準備した。
【０１４１】
　（垂直配向膜溶液の調整）
　重合成液晶モノマーのホメオトロピック配向を促す成分としてポリアミック酸等を含む
垂直配向膜溶液として、ＪＡＬＳ－２０２１－Ｒ２（ＪＳＲ社製）を用い、γ－ブチロラ
クトンで５０％に希釈した。
【０１４２】
　（複屈折率層組成液の調製）
　複屈折率層の形成に用いる複屈折率層組成液を以下のとおり調製した。ネマチック液晶
層を示す重合可能な液晶性モノマー分子として、［化１１］に示される化合物（ただしＸ
の値は６である）２０重量部と、光重合開始剤（チバガイギー社製、「イルガキュア９０
７」）０．８重量部と、溶媒としてクロロベンゼン５９．２重量部と、上記垂直配向膜形
成用溶液ＪＡＬＳ－２０２１－Ｒ２をジエチレングリコールジメチルエーテルで１２．５
％に希釈した溶液２０重量部とを混合し、複屈折率層組成液を調製した。
【０１４３】
（着色レジストの調製）
　ブラックマトリクス及び赤色（Ｒ）、緑色（Ｇ）、青色（Ｂ）着色画素の着色材料には
顔料分散型フォトレジストを用いた。顔料分散型フォトレジストは、着色材料として顔料
を用い、分散液組成物（顔料、分散剤及び溶剤を含有する）にビーズを加え、分散機で３
時間分散させ、その後ビーズを取り除いた分散液とクリアレジスト組成物（ポリマー、モ
ノマー、添加剤、開始剤及び溶剤を含有する）とを混合したものである。その組成を下記
に示す。尚、分散機としては、ペイントシェーカー（浅田鉄工社製）を用いた。
【０１４４】
各フォトレジストの組成を以下に示す。
【０１４５】
（ブラックマトリクス用フォトレジスト）
・黒顔料・・・・・１４．０重量部
　（大日精化工業（株）製ＴＭブラック＃９５５０）
・分散剤・・・・・１．２重量部
　（ビックケミー（株）製Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ１１１）
・ポリマー・・・・・２．８重量部
　（昭和高分子（株）製ＶＲ６０）
・モノマー・・・・・３．５重量部
　（サートマー（株）製ＳＲ３９９）
・添加剤・・・・・０．７重量部
　（綜研化学（株）製Ｌ－２０）
・開始剤・・・・・１．６重量部
　（２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタノン
－１）
・開始剤・・・・・０．３重量部
　（４，４’－ジエチルアミノベンゾフェノン）
・開始剤・・・・・０．１重量部
　（２，４－ジエチルチオキサントン）
・溶剤・・・・・７５．８重量部
　（エチレングリコールモノブチルエーテル）
【０１４６】
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（赤色（Ｒ）着色画素用フォトレジスト）
・赤顔料・・・・・４．８重量部
　（Ｃ．Ｉ．ＰＲ２５４（チバスペシャリティケミカルズ社製クロモフタールＤＰＰ　Ｒ
ｅｄ　ＢＰ））
・黄顔料・・・・・１．２重量部
　（Ｃ．Ｉ．ＰＹ１３９（ＢＡＳＦ社製パリオトールイエローＤ１８１９））
・分散剤・・・・・３．０重量部
　（ゼネカ（株）製ソルスパース２４０００）
・モノマー・・・・・４．０重量部
　（サートマー（株）製ＳＲ３９９）
・ポリマー１・・・・・５．０重量部
・開始剤・・・・・１．４重量部
　（チバガイギー社製イルガキュア９０７）
・開始剤・・・・・０．６重量部
　（２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，５，４’，５’－テトラフェニル－１
，２’－ビイミダゾール）
・溶剤・・・・・８０．０重量部
　（プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート）
【０１４７】
（緑色（Ｇ）着色画素用フォトレジスト）
・緑顔料・・・・・３．７重量部
　（Ｃ．Ｉ．ＰＧ７（大日精化製セイカファストグリーン５３１６Ｐ））
・黄顔料・・・・・２．３重量部
　（Ｃ．Ｉ．ＰＹ１３９（ＢＡＳＦ社製パリオトールイエローＤ１８１９））
・分散剤・・・・・３．０重量部
　（ゼネカ（株）製ソルスパース２４０００）
・モノマー・・・・・４．０重量部
　（サートマー（株）製ＳＲ３９９）
・ポリマー１・・・・・５．０重量部
・開始剤・・・・・１．４重量部
　（チバガイギー社製イルガキュア９０７）
・開始剤・・・・・０．６重量部
　（２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，５，４’，５’－テトラフェニル－１
，２’－ビイミダゾール）
・溶剤・・・・・８０．０重量部
　（プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート）
【０１４８】
（青色（Ｂ）着色画素用フォトレジスト）
・青顔料・・・・・４．６重量部
　（Ｃ．Ｉ．ＰＢ１５：６（ＢＡＳＦ社製ヘリオゲンブルーＬ６７００Ｆ））
・紫顔料・・・・・１．４重量部
　（Ｃ．Ｉ．ＰＶ２３（クラリアント社製フォスタパームＲＬ－ＮＦ））
・顔料誘導体・・・・・０．６重量部
　（ゼネカ（株）製ソルスパース１２０００）
・分散剤・・・・・２．４重量部
　（ゼネカ（株）製ソルスパース２４０００）
・モノマー・・・・・４．０重量部
　（サートマー（株）製ＳＲ３９９）
・ポリマー１・・・・・５．０重量部
・開始剤・・・・・１．４重量部
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　（チバガイギー社製イルガキュア９０７）
・開始剤・・・・・０．６重量部
　（２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，５，４’，５’－テトラフェニル－１
，２’－ビイミダゾール）
・溶剤・・・・・８０．０重量部
　（プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート）
【０１４９】
　尚、本明細書において記載のポリマー１は、ベンジルメタクリレート：スチレン：アク
リル酸：２－ヒドロキシエチルメタクリレート＝１５．６：３７．０：３０．５：１６．
９（モル比）の共重合体１００モル％に対して、２－メタクリロイルオキシエチルイソシ
アネートを１６．９モル％付加したものであり、重量平均分子量は４２５００である。
【０１５０】
　（実施例１）
　上記垂直配向膜溶液を用いて、ガラス基材上面にフレキソ印刷方法によりパターニング
して厚さ６００Åの膜を成膜し、１８０℃、１時間焼成して、ガラス基材上に垂直配向膜
を形成した。次いで、上記垂直配向膜の形成された基板をスピンコーター（ＭＩＫＡＳＡ
社製、「商品名１Ｈ-３６０Ｓ」）に設置して、予め調製した上記複屈折率層組成液を、
乾燥後の膜厚が１．５μｍ程度となるように上記配向膜上面にスピンコーティングした。
尚、本実施例では、液晶溶液を塗布する方法としてスピンコーティング法を採用したが、
液晶溶液の塗布方法はこれに限定されず、例えばダイコーティング、スリットコーティン
グ及びこれらを組み合わせた手法を適宜選択することができる。以下に記載する実施例に
おいても同様である。次に、液晶溶液が塗布された基板をホットプレート上で１００℃、
３分間加熱し、残存溶剤を除去するとともに液晶溶液に含有される液晶性モノマーを垂直
方向に配向処理し、液晶溶液により形成された膜が白色から透明となる液晶転移点を目視
にて確認することによって液晶分子の配向を確認した。
　続いて窒素雰囲気下において、ガラス基材上に配向された液晶層に超高圧水銀灯を有す
る紫外線照射装置（ハリソン東芝ライティング社製、「商品名ＴＯＳＣＵＲＥ　７５１」
）により２０ｍＷ／ｃｍ2の紫外線を１０秒照射し、液晶層を構成する液晶性モノマー分
子を３次元架橋させて、複屈折率層を備える基材１を形成した。
　その後、上記基材１における複屈折率層の耐熱性及密着性を上げるため、２３０℃で１
時間焼成処理を施した。
　最後に、基材１の表面（ガラス基材とは反対の面）をプラズマドライエッチングによっ
てエッチングし、表層を約１０００Å除去して、本発明の光学素子である実施例１を製造
した。尚、プラズマドライエッチングは、アネルバ社製ＤＥＡ－５０６Ｔの装置を用い、
酸素ガスを、流量６０ｓｃｃｍ、ガス圧３０ｍＴｏｒｒの条件で使用し、ＲＦパワー５０
０Ｗ、エッチング時間３分の条件下で行った。
【０１５１】
　（実施例２）
　実施例１と同様の方法により基材２を形成し、基材２の表面（ガラス基材とは反対側の
面）を研磨装置を用いて１０００Å研磨したこと以外は、実施例１の方法と同様に実施例
２を製造した。
【０１５２】
　（比較例１）
　実施例１と同様の方法により、ガラス基材上面に垂直配向膜及び複屈折率層を備える基
材３を形成し、これを比較例１とした。
【０１５３】
　（評価１）
　上述で得られた実施例１、実施例２及び比較例１について、ヘイズの測定を行った。ヘ
イズの測定は、各光学素子をヘイズの計測機に設置して、ＪＩＳ　Ｋ　７１３６に準拠し
て測定した。尚、ヘイズの計測機として、日本電色工業社製「ＮＤＨ－２０００」を使用
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した。
　その結果、実施例１及び実施例２の光学素子のヘイズは０．１を下回とり、０．０６と
低い値を示したのに対し、比較例１のヘイズは、０．１を大きく上回り、１．０と非常に
高い値を示した。
【０１５４】
　（評価２）
　実施例１及び実施例２について、基材とは反対側の表面に形成される液晶層の構造を以
下の評価方法により確認した。評価方法は、基材とは反対側の表面をエッチングして得ら
れた光学素子の膜厚方向の位相差（膜法線方向から４５°傾斜した方向）とヘイズの分布
を測定することにより行った。またエッチングした領域における不純物の混在状態を分析
した。さらに偏光板クロスニコル下で回転されることにより偏光状態を確認した。尚、上
記エッチングは、アネルバ社製ＤＥＡ－５０６Ｔ装置を用い、エッチングガスとして酸素
を使用し、エッチングガス流量６０ｓｃｃｍ、エッチングガス圧３０ｍＴｏｒｒ、印加す
る電力５００Ｗの条件で行った。また不純物混在分析試験には、アルバックファイ社製Ｔ
ＯＦ－ＳＩＭＳにより分析した。
　この結果、実施例１及び実施例２では、いずれも表面から約１２００Åまでエッチング
しても、位相差、ヘイズともに変化が無かった。またこの領域の不純物混在状態を調べた
ところ、不純物はほとんど検出されなかった。この結果から、実施例１及び２の表面には
、不純物として認識される添加剤層が存在しておらず、複屈折率層が露出していることが
確認された。
　一方、比較例１を上述と同様に評価したところ、表面から約１０００Åまでは、ヘイズ
が非常に高く、また不純物の混在が確認された。これにより、表面から約１０００Åまで
は液晶層とは異なる層、即ち添加剤層が存在していることが確認された。
　以上の結果から、光学素子上面に添加剤層が存在する比較例１では、光学素子のヘイズ
が高い値を示すが、該添加剤層が除去された実施例１及び実施例２では０．１以下という
非常に低い値のヘイズが得られることが確認された。
【０１５５】
　（実施例３）
　本発明の光学素子を用いた液晶表示装置として図９（ｂ）に示す液晶表示装置を製造し
、実施例３とした。
【０１５６】
　実施例３を製造するために、前処理により洗浄したガラス基材と垂直配向膜との間に着
色層を形成すること以外は、実施例１と同様に本発明の光学素子を形成した。
　上記着色層を形成するために、まずガラス基材上面に、上述で調製したＢＭ用フォトレ
ジストをスピンコート法で１．２μｍの厚さに塗布し、８０℃、３分間の条件でプリベー
クし、所定のパターンに形成されたマスクを用いて露光（１００ｍＪ／ｃｍ2）し、続い
て０．０５％ＫＯＨ水溶液を用いたスプレー現像を５０秒行った後、２３０℃、３０分間
ポストベークし、ＢＭ基板を作製した。
　次に、赤色（Ｒ）の顔料分散型フォトレジストを上記ＢＭ基板上にスピンコート法で塗
布し、９０℃、３分間の条件でプリベークし、所定の着色パターン用フォトマスクを用い
て、アライメント露光（１００ｍＪ／ｃｍ2）した。引き続き０．１％ＫＯＨ水溶液を用
いたスプレー現像を５０秒行った後、２３０℃、３０分間ポストベークし、ＢＭパターン
に対して所定の位置に膜厚１．２μｍの赤色（Ｒ）着色画素パターンを形成した。
　続いて、上記赤色（Ｒ）着色画素パターンの形成方法と同様の方法及び条件で、膜厚１
．２μｍの緑色（Ｇ）着色画素パターンを形成した。
　さらに、上記赤色（Ｒ）着色画素パターンの形成方法と同様の方法及び条件で、膜厚１
．２μｍの青色（Ｂ）着色画素パターンを形成した。
　以上により、基板上に、ＢＭ、赤色着色画素、緑色着色画素、及び青色着色画素から構
成される着色層を形成した。
　次に、上記着色層の上面に実施例１と同様の方法で垂直配向膜と複屈折率層とを備える
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基材４を形成した。
　その後、実施例１と同様の方法で基材４の焼成処理を行った。
　次いで基材１と同様の方法により、基材４の表面（ガラス基材とは反対の面）を約１０
００Å除去して、着色層を有する本発明の光学素子を製造した。
【０１５７】
　次いで、上記基材４の表層を除去した光学素子における複屈折率層の上面にアクリル系
樹脂を用いスピンコート法により膜厚１．０μｍの保護層を形成し、さらにその上面に酸
化インジウムスズ（ＩＴＯ）により膜状の共通電極部を形成した。一方、基材４に用いた
ものと同様のガラス基板上に所定の複数の箇所に薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）を形成し、
各ＴＦＴのドレイン電極に接続するように透明画素電極を酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）
により形成して対向電極基板を作製した。
　そして、上記透明共通電極面と透明画素電極面それぞれを覆うようにポリイミド樹脂塗
料を塗布し乾燥して配向膜（厚み０．０７μｍ）を設け、配向処理を施した。次いで、こ
れらの配向膜が向かい会うようにして両基板を対向させ、両基板間をシール部材で封止し
、封止された空間に液晶（メルクジャパン社製ＭＬＣ－６８４６－０００）を注入し、注
入口を封止して、液晶表示装置を作製し実施例３とした。
【０１５８】
（比較例２）
　実施例３において形成した着色層を有する基材４の変わりに、複屈折率層の上面の除去
を行わない（即ち、複屈折率層上面に添加剤層が存在する）基材５を用いたこと以外は、
実施例３と同様に液晶表示装置を作製し、比較例２を製造した。
【０１５９】
（評価３）
　実施例３及び比較例２の液晶表示装置について次に示すようにコントラスト性能を測定
した。
　コントラストの性能の測定は、上記製造装置において液晶層を通過した光が偏光板を容
易に通過できる状態（明状態）と容易に通過できない状態（暗状態）とを形成し、明状態
・暗状態それぞれについて液晶層と偏光板を通過して外部に出た光の輝度を測定した。そ
して、明状態における輝度を暗状態における輝度で除して得られた数値をコントラスト性
能を示す指数とした。
　その結果、実施例３のコントラスト性能は、７５０と液晶表示装置として充分に高い値
を示した。一方、比較例２の性能は、４５０であり、実施例３に比べて著しく低い値を示
した。
【図面の簡単な説明】
【０１６０】
【図１】本発明の光学素子を説明する概念図である。
【図２】（ａ）は基板上面に液晶性モノマーと添加剤とを含有する樹脂組成物を塗布し液
晶モノマーをホメオトロピックさせた状態を示す概念図であり、（ｂ）はホメオトロピッ
ク配向した液晶性モノマーを３次元架橋させた状態を示す概念図であり、（ｃ）は複屈折
率層を焼成することにより表面に添加剤層が形成されたことを示す概念図である。
【図３】本発明の光学素子の断面構造を示す概略図である。
【図４】（ａ）基板に機能性層を備えた光学素子の断面構造を示す概略図である。（ｂ）
基板に機能性層を備えた光学素子の他の実施例の断面構造を示す概略図である。
【図５】機能層を更に積層した光学素子の断面構造を示す概略図である。
【図６】（ａ）着色層を備えた光学素子の断面構造を示す概略図である（ｂ）着色層を備
えた光学素子の他の実施例の断面構造を示す概略図である（ｃ）着色層を備えた光学素子
の断面構造の他の実施例を示す概略図である。
【図７】（ａ）第１の形態の光学素子を備えた液晶表示装置用部材を示す概略図である（
ｂ）第１の形態の光学素子を、基板と液晶層の間に複屈折率層が位置するように形成させ
た液晶表示装置用部材を示す概略図である。
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【図８】第３の形態の光学素子を備えた液晶表示装置用部材を示す概略図である。
【図９】（ａ）第１の形態の液晶表示装置を示す概略図である。（ｂ）第２の形態の液晶
表示装置を示す概略図である。
【符号の説明】
【０１６１】
１　本発明の光学素子
２　基材
２ａ　基板
２ｂ　機能性層
２ｃ　機能性層
３、３ａ、３ｂ　液晶性モノマー
４　複屈折率層
５　添加剤
６　添加剤層
７　表面層
１０　垂直配向膜
１１　着色層
１２　着色画素部
１３　遮光部

【図１】 【図２】
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要解决的问题：提供一种能够抑制生产成本的双轴取向液晶显示装置，
具有良好的耐热性，在宽温度范围内保持固定化液晶聚合物的均匀取
向，可靠地显示低雾度，以及可以可靠维护的光学元件。 在具有光学透
明性的基材的上表面上形成双折射层，该双折射层具有通过在其末端以
垂直取向状态固定具有可聚合基团的液晶单体而获得的结构。然后，除
去在双折射层的上表面上形成的添加剂层。 点域1


